
はじめに

1995年 の阪神・淡路大震災発生時には、(社)全日本難輛者 ・

中途失聴者団体連合会と、全国要約筆記問題研究会の、全力をあ

げて支援を行しヽました。しかし、有珠出の噴火災書、東海村臨界

事故、東海地方の集中豪雨災書と、想像をこえる出来事が次衆と

起きたにも関わらず、大震災の教訓がいかされないままで、私達

の対応は十分ではありませんでした。

難聴者・中途失聴者の大多数につしヽては、存在に明確性がなく、

そのために必要な支援措置が関係方面に十分伝えられていなしヽ

こと、また、自らの組織の体制について、具体的に議論されてい

ないこと等が、要因だときえられます。

今後、災書に対して、私たち自島が、どのように取り組んでい

けば良いのか、これまでの事例を通してもう一度者え、災書時等

緊急時対応マ三ュアルとしてまとめてみました。

このマニュアルが、各地での取り組みを進め、さらに全国的に

運動させるきつかけとなることを期待してしヽます。
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第 1章  緊 急時の備えとして

1.連 絡網を作つておきましょう

大規模災害時には、地元の関係者は被災者となり地域での活動は、

極めて困難になります。そういった事態に備え、

など、指揮系統を明確にし、平常時

にも活用を図る。

名簿を作成し、日頃から活用してしヽれば安否確認など、いざと言う

時に役立ろます。

2.地 域での拠点づくりを

ブロックにおける組織基盤を強化し、その地域での拠点を作る事が、

大切です。

順神灘路大畳擬での支援者から

17回 目に現地八 り。地理不安内のため明たの妥約争礼

考と共に違難オを口った。1日 では、lo箇 所程友がFR友

でした。たても立ってもいられず現地八 りしましたが、

現地では、どこを目指 して行けば氏いのか分からなくて、

ろうあ団体技量の 「ろうあハウス」に行 き、状汎を聞き

ました。え援の拠点があれば、もっとスムーズに勃けた

だろうに ・・・。

宿泊 して、もう1日 夜張れたのではないかという思いが、

今でも強 くこころに残っています。

日項の治勃の大坊 さを夜めて思い知 らされました。
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3.行 政と連携の確認

いざとしヽう時には、地元白治体に拠点を確保してもらう事も可能です。

例えば、学校の空き数室など、公共施設を有効に活用することを協議して

しヽる自治体も多くあります。私達から提案して、それらを緊急時の拠点と

して活用できるよう、あらかじめ締結しておけば、しヽざという時の拠点が

スムーズに設置できます。

4.各 関係機関と連携の確認

◆

●補聴器関係業界 … …………・補聴器 ・乾電池の確保

●臨覚障害者関係団体等………・要約筆言B者の確保

●閣覚障害者情報センター|・…・活動拠点として

●糞害ボランティア関係団体…。災魯援助ボランティアに支援依頼 いのケア)

0マ スメディア…………………・放送局等に文字情報の発信及び提供依頼

●電話通信事業者………………・電話回線・携帯電話・パソコン等・ハード面・

ソフト面で

つ _一

乙

BE係鶴関と

連携の確認

災書ポランテイア

関係団体



5.災 書時緊急ネットワーク規定 (全要研の例)

:    全 国要約筆記PaB題研究会OOプ ロック     :

:   受 書時緊急ネットワーク基本規定     :

i第
一聾 総 則 / 第 二章 災 書対策委員会の設置  i

第一章  総  則
(目 的 )

第 1条 この規定は、全国要約筆記問題研究会OOブ ロック (Oo県 、OO県 、
OO県 、○○県、○○県)全 域、及び返郊を対象とした地域に災書が発生
した揚合における必要な災書対策の基本を定めることを目的とする。

(定 義 )

第 2条 この規定において、「災書」とは、暴風 ・豪雨 ・豪雪 ・洪水 。地震 ・津波
その他不慮の事故 (大火災等)を いう。

第二章  災 書対策委員会の設置
(設 置 )

第 3条 災書に備えて全国要約筆記問題研究会○○ブロック (以下 :rooブ ロッ
ク」という)に 災書対策委員会を置き、地域における対策及び相互援助を
図るため、各地域 (○○ブロック関係者及び難聴者中途失聴者協会の存在
する地域)に 地域対策委員を置く。

(委員会の役割)

第 4条 委員会は、次の各暑に揚げる事項をつかさどる。
1.災書対策の基本的事項に関すること。

2.非常災書に際しての緊急措置に関すること。
3.災書対策実働体制編成に関すること。
4,前各暑のほか、必要なこと。

(委員会の組織 ・構成 ・任期)

第 5条 本委員会は○○ブロック運営委員、各地域関係団体から選出された委員
をもって構成する。

1.委 員長は○○プロック長が務め、副委員長、事務局、会計、会計監査も、O
Oブ ロック運営委員が兼務する。

2.委 員は、OOブ ロック会員及び全日本難聴者。中途失聴者団体連合会 (以下、
全難聴という)加 盟の難聴者。中途失賄者協会会員在籍者とする。

3,委 員会は委員長が必要と認めた揚含に召集する。
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4.委 員の任期は定めない。但し委員長ほか副委員長、事務周、会計、会計監査

はOOブ ロック総会の時点で変更がある揚合に変更する。(全難聴会員の委

員においても同様とする。また、事情により任につけない場合は委員長が指

名することとし委員については各団体で協議の上、選出することとする。)

(擬害対策本部の設置)

第6条  委 員は、次の各暑に揚げる事項をつかさどる。

1.管 轄区内の災書対策に関すること。

2.災 書に関する情報を収集すること。

3.委 員会に有効な災書対策を上申すること。

4.前 缶暑のほか、必要なこと。

(救援活動)

第7条  委 員会は、被災地救援対策協議 ・召集 ・集中連絡先を連やかに決定し、

各団体に通達する。救援開始から終了まで被災地との連ltSを維持する。

(災書対策活動)

第8条  本 委員会は、災書発生時に速やかに行動するため、次の事業を行う。

1.各 地域レベルの取り組みの推進。(行政などへの陳情等)

2.情 報の収集、公開。

3.ネ ットワークづくり。(救援体制づくり)

4.特 局」会計の編成。(通信受助成等)

5,そ の他必要なこと。

(連絡体制)

第 9条  ○ ○ブロック闇の連絡縄は次のように定め、各県の委員は三方向のルー

トで、連llSを取り含うこと。ただし、連絡がつかない揚台は、ルートにこだわら

す速やかに対応をすること。

O O 県 =   =
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第 2章  緊 急時対応の手順

1.緊 急時対応フロー (ィメージ図)

rr支援指示 … … 国 (厚 生労働省)

支援要請

全難璃

全要研

支援指示
| 1藩襲藁諌

支援要請

盟
響

農

情 支
報 援
提 要
供 請

☆大規模災書時、地元から支援要請は出しにくい状況となるので、近隣の

市区町村関係者が情報を収集し、必要に応じて支援要請を者えていくなど

柔軟な対応が望まれます。
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各都道府県
行政機関

マスコミ

メーカー

岡

電話通信

機関

連絡網で

支援要請

現飽調査

支援活動

情報収集

近隣市区町村の

全難聴 ・全要研関係者



2.タ イムスケジュール  (発 生期から復興期まで)

・混乱状態で正確な情報が届かない。

・行政の支援もないと予想される。

・支援の拠点設定と支援体制の確立。

・安否確認(被災を免れた会員は、地元会員の状況を把握し

本部に連絡する。

・全難聴と全要研へ報告し、指示を受ける。

・厚生労働省、県などへ必要な支援依頼をおこなう。

・本部は出来るだけ早く現地入りをする。

・本部は必要な支援物資を確保して現地に届ける。

.極盤縁垂窪督塁督君磐曇t、と思われる還Fg古
・聴覚障害者の存在が分かりにくいため支援が行き届かな

い (出来るだけ自分のコミュニケーション方法を周り

に理解してもらうよう訴えておくこと)

・訪間して補聴器、電池、必要な生活物資を届ける。

・避難所にFAX設 置 ・文字による情報の提供依頼と確認。

・困つていることに関し保健所や関係機関に支援を依頼。

・テレビ、ラジオの情報を要約して届ける。

・会員の安否や救援物資、生活情報を届ける(行政の配布 ・

.含豊喜玉雷各喜とょぅ片付けなどの応援もす霜

…6-



・徐々に復興へ向けての支援が開始される。

・行政、企業、ボランティア等による復興支援情報を定期

的に届ける。

・行政の復興支援制度 (仮設住宅や補助金その他)の申請

手続き。

・長期支援ができるよう体制を立て直す。
・bの ケアなど、カウンセラーの要請。

有珠山噴央受書時の支援者から

難穂考協会 と共に主庁へ行ったが、担当考には、ニー

ズがないと言われた。伊主市の福祉謀にも現地八 りをヤ
し出た力f、建難所に入ることは、プライバシーの間処が

あると断られる。

その後、穂荒障害考災客対疑本部にか八 して、情報保F_t

についてを しかい、手を通択考 と一密に行動することを

確認 した。せめて、み市町村における聴竜鮮害考の数 を、

把握 したいと考えている。

次射能及法危険地域 7km圏 内で、恐ろしかったです。

花になってやっと家族や、サークルのft賀からの FAXで

知 りました。役所の広報キの友基も関こえません。
「的力を閉める事」「換気漁も使わない事」と、FAXを 実
け兵に恐ろしさを実建しました。私主に理解できる方法で
云えて狭 しいと、力実に思いました。



第 3章  情 報を得る手段の紹介

守:ご 存知ですか ?

★パソコンから情報を得る

ネインターネット

消 防 庁

気 象 庁

(災書関係のURAリ ス トアッ功

h t t D 7 / h / ―, f d m a . g o . i p /

httD://― w.kishougo.ip/

ノーマネットのホームページ  htt。 7/ml・ normanetene.iD/

災害情報……(報道ネットワーク)htLD7/plaza7.mbn.orJp/～mめ/

臨覚障害者のみたRさん  httO://m.nhk・ Or.jo/fukushi/chokaku/

★テレビ関係から情報を得る

ネテレビ放送

*文字放送  ・災書情報洋119・ 災書に備えて辞333・ 各天気キ301～ 3餌

*「リアルタイム字幕配信事業者」による配信

ネ「日で輛くテレビ」(CS障 害者放送統一機構の実施するテレビ放送の

愛称。視聴するにはアイ 。ドラゴンが必要)

★アイ ・ドラゴンの機能

本文字放送デコーダー内蔵により文字・字幕放送を受信、録画も可能。

ネ緊急災害時の被災地域で個副信号を受信。光や振動で知らせる。

ё
'ざ
古ざもaE8・ ・=

::Zこと万rンをタ ァ千ドラゴンSC―l



★通信による情報

(FAX)

・情報提供施設のポーリングサービス

・FAXl19・ FAXl10

・緊急リレーメッセージ

・NTT“ 171"災 害時の安否確認システム

★その他

・見えるラジオ

東海村ほ界事故の支援者から

*発生時、偶然、公妥所会員がインターネットに接続

していて、播る時とザJ断。アナウンサーの発吉を八カ、

インターネットリレーチャットを治用 して送信 した。

送信後、者作権の確認のため、NHKに 鬼解を求めた

ところ、今後は著作権に接触 しない方法を共に裸って

いきたいとの口答を得た。

*晏約八カに負担がかかった。著作権法上に審急の対

点について、各項がないため、確認 をせず送信 した点

はrfR処と思ゎれる。

*特急時の情無八手から発信に二る体制 を、組織的に

整える鬼晏がある。晏釣争亀団体、聴党障害考団体が

協力して、常時、ニュースを登れ し、審た時には違報

するとい うことが、家処である。
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2.独 自の情報発信

☆全難聴のホームページ、メーリングリスト、災書時情報発信

☆全要研のホームページ、メーリングリスト (検討中)

★無線通報を聞くことのできない聴覚障害者にFAX情 報

(静岡県 ・御殿場市)(岐 串県 ・関市、可児市、北海町)

★危機管理情報:レスキューすウ・ドツト・ネット

htto7/www.rescunow.net/

★119番 情報提供など

☆見えるラジオ (群馬県)

防災チャンネルでは、FMぐ んまの複数チャンネルのうちの1チャン

ネルを専用チャンネルとして利用。

県消防防災課がパソコンで入力した防災情報が、FMぐ んまからその

まま放送電波で即時 ・直接ほ県民に届けられる。

★新防災気象情報システム (FAX送 信)(憂 知県 ・岡崎市)

東海地方集中車雨の支援者から

枚等の報告を史け、水が子|いてから十rqRと現地八 り。

(1ロ ロ)・…マンションの5階 へ行った。停電のため

断ホ し侠料水とトイレの水に困っていたのでポリタ

ンクで連んだ。エレベーターも勃かず階次 を上った。

(2ロ ロ)・…1階軒下までえホ した家に行った。身や

衆具、衣類はひどい状態で、男性の力でも一人では

勃かせない。衆ヤのたをホースで流 した…・。胸が、

塞がる思いだった。

▲救援は男性の手が典妥。    ち を

経 1を魯替を景などをを予私0 堪g/t
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3. 検討 している情報システム

★「防災サポーター」内閣と地方自治体と連携し住民との連絡調整

★ 「ユニバーサル情報伝達システム」 (静岡県)

★防災行政用同報無線システム

・文字情報電送システム

・位置傑査システム

・安否確認システム

★自治体広報番組を文字化 (一部の自治体には字幕がついてしヽる)

★日頃から、近隣の人達や、要約筆記者と交流を保つことも大切です。

「
FⅢ
極濫益悪品 晶緊ふ次経稿法

‐・
: 時 代になつたが、いったん停電すると、通信が

途絶え情報は得られなくなる。

緊急時に予想される混舌とを、いかにクリアする  … H

事ができるか、今後の大きな課題と思われる。  ゴ

「あっ地震だ /痛い /」行が起ったか全 く分からない

まま、可 ・家 ・令までも数十秒のrgRに余われてしまい

ました。手が不白静なので、家族が出勤 した後は全 く

情報が入らず白治会の有録次基も聞きとれなくて、困

りました。人はお互いに助け谷い、思いやりがなけれ

ば、生きてゆけないということを教えてくれました。
地域で?隼 団行動 も、大物な晏者です。
「感刻卜 房気 ・助け谷い」この吉者の童みを、次めて

実態 しました。



第 4章  阪 神 ・淡路大震奨の教訓

1.自 分の島を守るために

《家具の転倒防止対策》
・新規家具は奥行きの深しヽものを選ぶ。
・既存家具は重心が低くなるよう、収納力法を工夫する。

・出来る限り壁、柱などに固定する。

・観首開きは、止め栓や「かんぬき」をつける。

《慎床の位置》
・脱出し易しヽところを選ぶ。

・転倒の危険性が高い家具の前は絶対に選ける (本棚、和タンス等)

・2階 建ての場合できるだけ2階 に。

《身体のかわし方》
・布固などの緩衝材となるものを被つて伏せる。

.察撞喬冦墓言蟹客伝黒富|:量擦岳合Pる
。
   む

《避難その他について》
・避難所はどこか曽段から確認しておく。

・家族と曽段から打ち合わせをしておく。

・行政や消防署の行う逮難罰‖練に参加、その対策を知つておく。

・隣近所や要約筆記者との交流を曽段から深めておく。

・自宅以外では、その場の防災指揮者の指示に従う。

・避難袋は屋外の外壁に設けておくのも有効な方法

(難聴者 ・中途失聴者の記録とマニュアルから)

ぴ
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2.防 災グッズの紹介

◎非常持ち出し袋には、最低これだけは必要です。

率E回鑑、,現金、貯金通帳、筆識用具、障害者手帳、保険証

ネ懐中電灯、ライター、ロウツク、缶切、すイフ、電池(補聴器用)

ホ衣類、手袋、防災すきん、毛布、ヘルメット、救急箱、おむつ

ネ非常用食品(インスタン トラーメン等)水 、粉ミルク、ほ乳びん

ネFM文 字多重放送受信機能付ラジオ、笛

◎3日間は支援がなくても、L/のげる準備埜L/至埜宝

≪閣つたこと》r

▲水の確保 食 料の確保

▲情報不足 (電話が通じない 安 否確認ができない 問 合せ先不明など)

- 1 3 -



第 5章  緊 急時等連絡について

1.各 本部連絡先

▲ (社)全日本難聴者 。中途失聴者団体連合会(全難聴)

本部事務局

〒162T0066

東京都新宿区市谷台町 14 MSビ ル市ヶ谷台

TEL     03-3325-5600

FAX     03-3354-0046

E`メロ“,レ    zennancho@zennancho.or.fp

▲ 全国要約筆記問題研究会(全要研)

本部事務周

〒460-0003

名古屋市中区錦 1丁 目 16-13

チサンマンション錦 1102暑 室

TEL・FAX   052-218-9120

TEL宮摩月目   052-218-9122

Eメール  zenyOkenOmeisei.gr.ip
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2.緊 急 時 連 絡 先 メ モ 飽 元の緊急連絡先を書いておくこa

氏  名 番   号 備 者

8白fax

Eメ ール

8.fax

Eメ ール

■ .fax

Eメ ール

8,fax

Eメ ール

8,fax

Eメ ール

8.fax

Eメ ール

宮Ft fax

Eメ ール

8.fax

E メ ール
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編集後記

大規模災善時等においては、行政の体制が整うまで、概ね

3日 間は、個々で対応しなければならないと言われている。

避難場所の把握や非常持ち出し袋等は日ごろから備え、家族間

の連絡も前もつて話し合つておく必要がある。

このマニュアルは、そういつたことを前提として、短期、中期、

長期による支援を関係団体で、より適切に、よリスムーズに行

うために活用できればと作成したものであり、公的に保障され

ているものではない。

従つて、日々の活動の中では、大規模災害時あるいは、緊急に

対応しなければならない大事故等を想定した取り組みが、必要

となつてくる。

一般的には 「危機管理」と呼ばれているが、全難輔や全要研に

そこまでの責任があるわけではない。

しかし、我々の活動目的の一つとして極めて重要な項目である

ことには間違いなしヽ。

このマニュアルが、緊急時はもとより、各地における活動の

基本と進め方のとントになることを願つている。

ぜひ一読し、参者にしていただけると幸いである。



宛先       様   年  月  日

★緊急連絡 お 願いします !

●支援してほしいこと口困っていること

●至急速能 とってほしい所

事前に記入しておく

名 前

住 所

- 8

携 帯

FAX

メーP7卜
・
琢



日

集

所

　

　

　

所

刊
　
　
行
　
　
　
　
　
刷

発

編

発

　

　

　

印

災 害 等 「緊 急 時マニュアル 」

平成 14年 6月 1日

全難聴 ・全要研緊急時マニュアル作成委員会

全国要約筆記問題研究会

事務局〒450-0003名古屋中区錦 1丁 目 16-13

チサンマンション錦 1102号室

TEL 052-218-9122  FAX 052-218-9120

花 田 印 刷

この冊子は、ソコー社会貢献クラブ ・FreeWillか らの寄付金に

より作成しました。


